
原子力委員会 政策評価部会（第１６回） 議事録 

１．日 時 ２００７年６月２７日（木）１０：３０～１２：２０ 

２．場 所 虎の門三井ビル２階 原子力安全委員会第１、２会議室 

３．出 席 者 近藤部会長、井川委員、伊藤委員、河瀬委員、末永委員、辰巳委員 

 田中委員、新田委員、広瀬委員、松田委員 

 黒木参事官、牧野企画官、西田補佐、中島補佐 

経済産業省資源エネルギー庁原子力立地・核燃料サイクル産業課 岡安広報

官 

４．議 題 

（１）国民・地域社会との共生に関する取組状況を踏まえた評価についての議論

（２）「ご意見を聴く会」の開催について

（３）その他

５．配付資料 

資料第１号 これまでの部会の議論等に基づく追加説明資料 

資料第２号 これまでの政策評価部会における議論の整理 

資料第３号 「原子力委員会政策評価部会 ご意見を聴く会」の開催について（案） 

資料第４号 原子力委員会 政策評価部会（第１４回）議事録 

資料第５号 原子力委員会 政策評価部会（第１５回）議事録 

参考資料 政策評価部会の構成員について 

 （平成１９年６月２６日原子力委員会決定） 
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（近藤部会長） おはようございます。 

  政策評価部会の第１６回を開催させていただきます。 

  本日の議題は、お手元の議事次第にございますように、最初が国民・地域社会との共生に

関する取組状況を踏まえた評価についての議論、ということでございます。２つ目が、「ご

意見を聴く会」の開催について、３つ目、その他ということで、どうぞよろしくお願いいた

します。 

  もう１つご連絡ですが、昨日の原子力委員会におきまして、皆様、専門委員の指名がなさ

れまして、きょうからは専門委員ということで、よろしくお願いいたします。資料の最後の

方に、参考資料としてお配りしてあると思います。 

  それから、オブザーバーとして経済産業省資源エネルギー庁の方においででいただいてお

ります。オブザーバーと言いながら、いろいろとご発言をいただく機会もあるかもしれませ

ん、よろしくお願いいたします。 

  それから、お手元の資料につきましては、配布資料１から５まで、先ほどご紹介申し上げ

ました構成員についての紙がございます。ご覧いただければと思います。 

  それでは、最初の議題に入りたいと思いますが、最初の議題は、国民・地域社会との共生

に関する取組状況を踏まえた評価ということでご議論をいただきますが、前回の部会で関係

機関からもこの分野の取組状況をお聞きいたしまして、若干ご議論いただいたわけでありま

すが、今回は、その内容を踏まえてどう評価するかという観点から、委員の方々の間でご議

論をいただくということにしたいと思います。 

  それで、資料の１号が委員の皆様のこれまでのご指摘に基づく追加説明資料ということで

３点まとめてあります。それから、資料の２が、これまでの議論というか、この会でのご説

明に対する質疑ということで、どんなことが話題になったかということを簡潔にまとめたつ

もりでございます。これにつきましては、各委員に事前に内容のご確認をいただき、さらに

追加して意見を書き込むべきとのご提案をいただいたものについても書き込んである資料で

ございます。 

  最初にこの２つの資料を事務局から簡単にご紹介いただきまして、それに基づきまして、

議論を進めていくことにしたいと思います。よろしゅうございますか。 

  それでは、事務局、よろしくお願いいたします。 

（黒木参事官） それでは、資料１号、それから資料２号のご説明をしたいと思います。 

  最初に資料の第１号ですが、今までの部会の議論で、こういう点について確認するべきで
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あると指摘された３点について整理したものであります。 

  １点目が、原子力と国民・地域社会との共生に関するこれまでの議論、評価について、ど

ういう議論があったのかの話であります。２点目が、広聴・広報等事業の評価をどうしてい

るのか。３点目が、ＮＰＯ等との連携について、どのような実績があるのかというご指摘に

対する説明資料であります。 

  ページをめくっていただきまして、２ページの原子力と国民地域・社会との共生というと

ころであります。この資料は、経産省の原子力部会で、先般「原子力立国計画」を取りまと

めたところでありますが、それより抜粋したものであります。ここでは、国と立地地域の関

係をより信頼感のあるものとするための取組と、広聴・広報の取組が密接に関連していると

いうことを踏まえて対応するようにということが書かれておりまして、その枠書きの真ん中

のあたりに、広聴・広報についての課題ということで整理しております。 

  そこでは、サイレントマジョリティの声を聴く仕組みがないのではないか。正論は時に近

寄りがたく、極端な表現による情報は浸透しやすい傾向がある。また、国民に情報を伝える

ときには、まず話を聞く広聴があって、その後に広報を行うべきである等々の意見があった

ということでございます。 

  その枠囲いの下で、原子力部会の示した改善の方向性ということで、第１５回の政策評価

部会で資源エネルギー庁から報告されたものでございますが、これはニーズ把握事業を充実

させるとか、メディアへの情報提供、それからオピニオンリーダーへの情報提供、低関心層

や次世代層への情報提供、受け手に応じたきめ細かな対応、人材の育成・活用、報道に対す

るタイムリーな対応をＰＤＣＡによる広報活動の充実という方向で対応していきたいという

話がございました。 

  次の３ページのところでありますが、第１節で、国と立地地域の信頼関係の強化という記

載がございます。ここでは、安全協定に関する話でありますが、国の安全面での審査とは別

に、現状では、地方自治体が安全協定に基づいて、二重の審査・判断を行っていること。こ

れについては、問題があるとか、何らかの改善が必要であるという認識があったということ

であります。 

  これに対しては、国と立地地域の関係・改善を図るためには、１点目として、国が政策面

でも安全面でも、もっと前面に出ること。それから、国、立地地域・事業者等によるコミュ

ニケーションの強化を図ることとございまして、具体的な方向性としては、全国一律に国と

立地地域の権限関係の整備を導入するよりも、むしろ現在行っている国と立地地域とのコミ
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ュニケーションの強化によって、相互信頼を強化するアプローチが効果的だという意見が多

かったということでございます。 

  次の４ページでありますが、そういう「原子力立国計画」の審議を踏まえて、現在の資源

エネルギー庁での取組が記載されているわけです。 

  ４ページの下の段で、平成１８年度よりＰＤＣＡを回しながら、全実施事業について、広

報の効果を測定することを始めましたということであります。 

  具体的には、参加者からアンケートをとって、その結果を翌年度の事業内容に反映させる

としております。 

  具体例として、講師派遣事業を示していますが、エネルギーの原子力などをテーマにした

講演会・研修会について、資エ庁の予算で、講師の斡旋や派遣を行うとともに、謝金等を支

援するという事業を行っています。 

  アンケート調査をした結果、その講演内容について理解できたという解答が９５％と高か

ったので、一定の成果が得られたとして、この事業を拡大していくと、派遣回数を増加して

いくという対応をしていますということです。 

  下の５ページの方でございますが、ＰＤＣＡサイクルの強化・充実ということで、平成１

９年度においては、この原子力意識動向調査について、その全体像で第三者評価を行って、

調査を行いますということです。今年、６月、７月で全国的な規模で調査を行いまして、次

年度の事業に反映させるということであります。こういう形で、評価とそれに対応する活動

ということをよりきちんとした形で進めたいということでございます。 

  次の６ページでありますが、従来から原子力の交付金の有効性ということはよく議論され

るところでありますけれども、自治体との関係で、交付金は各自治体の創意工夫を生かした

事業に対して支援を行うということで、その交付金事業の透明性の向上や効率性の向上を図

るために、次のような活動を開始していますということで、３点書いています。 

  １点目は、地方の要請に応じ、専門家によるコンサルティング事業を実施していますとい

うこと。２点目は、その透明性の確保の観点から事業の名称や金額を公表している。３点目

については、事後評価を資エ庁のホームページで公表しているという対応を始めたというこ

とです。 

  次に、７ページ、ＮＰＯとの連携が、現在どういう形で進んでいるかということで、資エ

庁の活動、電気事業連合会の活動を書いております。 

  ８ページ目に具体的な、これは資エ庁の活動でございますが、どういうことをやっている
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かというものであります。 

  ＮＰＯ法人の活動を支援するということで、下の方に、①から④まで書いておりますが、

この説明が下に書いてあります。 

  ①の実態調査というのは、ＮＰＯがどういう活動実績があって、どのようなことをやって

いるのかという調査をまず始めると。次に②ということで、原子力の広報等の活動を行って

いるＮＰＯに対して、原子力政策等の情報の提供を行いますということです。さらに③で、

全国のＮＰＯの中から、公募で２団体を選出して、情報伝達に関する費用等を支援するとい

う活動を行っています。④で、交流会の実施ということで、これらの２団体との交流会を開

催することなどを通じて、ネットワーク化を図りたいということであります。 

  ９ページ、１９年度の具体的な活動を書いておりますが、全国から２団体を公募で選定い

たしまして、活動の支援を行ったり、意見交換会を行ったということであります。 

  ２０年度以降、これらの活動を広がりを持たせて、ネットワークづくりの場を国が仲介と

なって行っていきたいという方向でございます。 

  １０ページは、これは、電事連が何をやっているかということでありますが、２つ書いて

あります。上の方が、日本原子力学会シニアネットワーク連絡会、これは原子力学会のＯＢ

の方などが、市民の方に対する原子力の広報を行っている勉強会、それに対しまして支援を

行うというものであります。 

  ２点目は、その消費者関係の協会の会員としての活動を行っているということであります。 

  ちなみに、下に原子力学会のシニアネットワーク連絡会の活動を書いておりますが、１８

年度としては、学生との対話を計５回、一般市民向けシンポジウム計３回開催しているとい

う活動を行っているということで、このようなものに対して、電気事業者としても支援を行

っているという状況にございます。 

  以上が、前回この点を調べるようにということに対する回答でございます。 

  次に、資料の２を見ていただければと思います。 

  資料の第２号でありますが、これまでの政策評価部会の議論の整理をしたものでございま

して、１の透明性の確保から６の立地地域の共生まで、６項目に分けて記載しております。 

  資料の作り方でありますが、最初に、大綱で基本的な考え方を示しまして、その下に青字

で書いておりますが、関係省庁の取組がどういうものであったのか、今までのヒアリングを

した結果などを整理したものを青字で書いてございます。 

  その次に（３）ということで、これまでの部会における議論ということで、委員のご意見
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を赤い字で記載しております。 

  間に緑の字が入っておりますが、これは今回の部会で議論をしたい論点ということで分け

て書いてあります。ちょっと緑の論点が適当かどうかは、必ずしも適当でないところがある

かもしれませんけれども、とりあえず事務局で整理したものであります。 

  まず、１．の透明性の確保でございますが、これは安全確保のための活動や事業活動の社

会に対する透明性の確保を図るべきであるということで、大綱に書かれていることでありま

す。 

  関係機関等の主な取組はちょっと省略いたしまして、２ページでありますが、これまでの

部会における議論等を書いております。 

  緑色のところでありますが、まず関係者の活動の透明性は十分に確保されているのかと。

一方的な情報公開にならないようなフィードバックがなされるようなシステムにちゃんとな

っているだろうかということが論点の１つではないかと思います。 

  それから、④の後ろに書いてありますが、これは安全協定について、全国の事業者と地元

自治体との間で様々な対応があって、何らかの議論が必要ではないかということに対応する

ものでありますが、その安全協定に基づき、事業者や研究機関などが、いろいろな連絡会、

説明会等を開催しておりますけれども、これらの活動を通じて、透明性を確保できています

かという論点でございます。 

  次の３ページ目に、核物質防護の観点から、近年、原子力発電所などや施設の中に、一般

見学者を入れられないような状況になっているわけですけれども、これについて防護のあり

方との関係で、適切な情報の提供ということで、バランスのとれた活動ができていますかと

いうところであります。 

  これは、後ほど、広聴・広報のところで、あわせて議論と書いていますが、３の学習機会

のところでまた同じことが出てきますので、学習機会のところでご議論いただければと思い

ます。 

  次の４ページに、２番目の広聴・広報の充実のところであります。 

  ここでは、大綱に沿って広聴活動で得られた意見を踏まえて、広報や対話の報道を進めて

いくべきであって、多面的な理解促進活動を引き続き行っていくべきであるという考え方に

基づくものでございます。 

  ここは関係省庁がいろいろな活動をやっていますという今までのご説明がございました。 

  ６ページ目以降に、これまでの部会における議論が記載されているところであります。③
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の意見との関係でありますが、広報の最終目標ということで、その広報のあり方は、広域的

な広報と個別地点における広報、それぞれにおいて、原子力広報の目標をどのように定めて、

何に留意しながら戦略を練って、取組を行うべきなのか。その際、国が前面に出ると、当然

ではありますが、資源が限られているということから、その最適配分について考慮しつつ、

広報における関係者間の役割分担をいかに整理するべきかという議論の視点があるのではな

いかということであります。 

  ７ページ目であります。⑥のところとの関係であります。これは、広報活動の評価をどの

ように進めていくべきかということで、広報の成果を重視する評価をどのような方向で行っ

て、かつフィードバックを行うべきかというものです。 

  ⑧が、立地地域の広報活動をいかに効果的に実施し、さらなる信頼関係やより積極的な機

運の醸成を進めるべきか、他方で、原子力に馴染みのない地域に対する広報活動をいかに進

めていくべきかということが論点の１ではないかと思います。 

  次の８ページ目で、１１番のご意見との関係であります。ここでは、異常時の広報という

ことで、異常時という言葉の使い方がいいかどうかは議論があろうかと思いますが、事故補

償などの異常時における関係機関の広報の取組をどのように評価できるのか。今後どのよう

な点に留意して、取組を進めるべきかということが重要な論点の１つだろうと思います。 

  ⑫、事実誤認などの広報への対応についてでありますが、こういうような報道がなされた

場合、関係者は、迅速に情報収集し、発信するよう対応できているのか、そのような体制に

なっているのかという論点であります。 

  最後の⑭のところの論点でありますが、ここに書いてありますように、テレビ、ＣＭなど

には放送内容の制約（コード）があって、原子力関係の事業の内容を真っ当に広報させても

らえない実態があるとの意見もございます。それとの関係で、行政機関は、このような制約

の実態を把握し、不当な制約に対しては抗議すべきではないか、さらには広報活動の円滑化

のため、どのように報道機関、広告代理店等と関係を形成すべきかということでございます。 

  ９ページですが、国が委託して実施する広聴・広報事業のあり方の抜本的な見直しと書い

てございますが、単に委託で終わりということではなくて、効果があるように真摯に取り組

むことが必要だという大綱の指摘での関係であります。 

  ここでの論点は、②、大綱そのものでありますけれども、委託して実施する広聴・広報活

動の見直しに真摯に取り組んでいるのかということです。 

  次に、１０ページ以降に、学習機会の整備・充実についてであります。 
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  これは、小・中・高等学校における指導の充実、教育支援制度の充実、その活用や生涯学

習の機会の多様化を図るべきであるという大綱の指摘についてであります。 

  １１ページ以降に、これまでの部会における議論などが書かれてございます。 

  ②のご指摘で、国民側のリテラシーだけでなく、原子力を推進する当事者のリテラシーの

レベルも高めることが大事ではないかという点でありますが、論点として、国民の原子力リ

テラシーを底上げする取組が本当になされているかと。なされていないとすれば、それはな

ぜか、正確な科学技術の知識に基づいた議論が展開される地盤をいかにつくるべきかという

点であります。 

  ⑤でありますが、原子力の相対的な評価でございます。 

  これは、⑤のご意見の中に、原子力のリスク、これを他の飛行機事故や石油化学の事故と

比較し、相対的に評価し位置づける取組が必要ではないかという意見に対する論点でありま

すが、他の産業と比較し、相対的に位置づけての総合的なリスク評価の取組やそのリスク評

価の結果を学習ツールとして整備、充実することが十分なされているのかという点が、論点

としてあろうかと思います。 

  次に３の２が、原子力の知識やリスクコミュニケーション能力を有する人材の育成や学習

機会の提供に向けたＮＰＯの活動のための環境の整備を図るべきという大綱の方針の関係で

ございます。 

  １３ページに④として、これまでの意見における指摘との関係でありますが、オピニオン

リーダーとのことでございまして、原子力の正確な知識を伝達できる者を養成し、かつ学習

する者との信頼関係を形成する取組をいかに推進すべきか。この観点から、ＮＰＯなどの草

の根ネットワークをいかに養成、または活用するべきかという議論があろうかと思います。 

  次に、３の３が核セキュリティの確保と施設見学の受け入れの確保を両立させる努力を期

待するという大綱の指摘との関係であります。 

  先ほどの核物質防護の話でございますが、これは、１３ページの一番後ろの方から②とい

うことで、論点として、見学者への説明では、現場を見せることが一番効果的であると考え

られるけれども、核物質防護の観点からは実物を見学することができないということを踏ま

えまして、核物質防護の観点からの関連情報の秘密の設定について、運用の妥当性について、

適切に評価されているのかなどのご議論があろうかと思います。 

  １５ページからは、４、国民の参加についてであります。ここでは、４の１、政策決定過

程の国民参画の機会の用意、地方公共団体住民との相互理解活動に関する協力を求めている
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ところであります。 

  １６ページで、論点として、国民の参加について書いております。国の政策決定過程の国

民参加の機会は、十分なのか、この機会提供に際して、何を留意すべきか、一般の関心が低

いテーマについていかに世論を喚起することができるのか。ということであります。 

  １７ページから、国と地方との関係が書いてございます。５の１が、地域社会に対する説

明・対話、地方公共団体が、事業者や国の活動を把握するための取組への協力、国と密接に

連携しての地方公共団体による地域住民と国や事業者等との相互理解が着実に進むための措

置について、大綱が記載しているところでございます。 

  次回の会合で、地方公共団体の方に来ていただいて議論をいたしますので、ここではまだ

論点整理をしておりません。 

  次の１９ページの６で、立地地域との共生について書かれております。これもまだ地方公

共団体の方との議論が次回になっておりますので、追加があろうかと思います。 

  まず、６の１が、立地地域の発展についてのビジョンの理解及び相互理解活動、原子力施

設が所在することを地域振興に活かす取組への積極的な参加を期待すると大綱が記載してい

る部分でございます。 

  ここでは、２０ページのところでありますが、指摘として、６の１の立地地域からの情報

の発信との関係であります。施設が立地しているメリットで見ると、具体的な共生の姿につ

いて、立地地域からの情報発信力をいかに高め、共生のあり方について失敗した例も含めて、

個別に評価し、さらには今後の制度運用につなげるべきではないか。この際、一部立地地域

の住民にとっては、交付金制度が身近でなく、事業の成果が認識されていないとの意見も踏

まえて、原子力を取り巻く環境がいまだ改善されない理由をいかに分析するべきか。 

  個別の地域振興策における各社の役割や成果について、地域住民に対して、適切に情報公

開がなされ、認識されるべきではないかという問題提起をしてございます。 

  また、２１ページの⑧のところでは、地域振興策との関係であります。原子力施設の立地

地域の振興は、本来地元がリーダーシップを執り、地域の持続的発展のために自ら目標を設

定すべきであると。その上で、関係者はいかに連携し、地元に溶け込んで押し付けや一過性

の効果ではなく、地域の歴史や文化など固有の事情とプライドを尊重し、住民感情に合致し

て真の意味で、長期にわたって地域に浸透し、活性化の波が広がり根付くような、地域の設

定した目標にこたえられる振興メニューを工夫するやり方というのがどうあるべきかという

ことであります。 
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  次に、２２ページが、地域振興のコンサルティングであります。我が国において、立地地

域の発展に関する分析・コンサルティング能力をどのように強化し、交付金の制度改善など

にもつなげるべきかという議論でございます。 

  ⑪でありますが、ここでは、研究開発機関は、研究開発機能を活かした、地域共生や広

聴・広報の方向をいかに工夫すべきか。原子力立地地域の科学技術の理解度が向上したこと

を例えば小中学校の理科の試験結果などで定量的に判断できないのかと、踏み込んだことを

書いてございます。 

  続きまして、このページの下に、６の２として、交付金が活用された事業の透明性の向上、

不断の見直しを図るべきであるということが大綱に記載しているところでございます。 

  ここでの議論として、２４ページでありますが、交付金制度の原理原則と書いてあります

が、国の政策に協力した一定地域に対し、利益の衡平の観点から国民が感謝の形として、当

該地域社会の発展のプランを応援し、キックオフの資金を捻出することは当然であり、こう

した交付金制度の原理原則について原子力委員会をはじめとした関係行政機関はいかにコン

センサスを得て、国民全体に浸透させるべきかという点であります。 

  最後に、２５ページが、交付金の運用についてであります。 

  原子力の推進や交付金制度の運用に当たっては、国益や広域的な地域振興、また地元への

メリットの同時達成を目標として、「国と地方」、広域自治体や基礎自治体並びにそれらの

首長を含む役割分担をいかに整備し、制度を活用すべきか。さらに、地域振興および原子力

事業の円滑な実施の両立の観点から、事業者の取組やパートナーとして健全な関係を保ちつ

つ推進しているかということを記載しでございます。以上でございます。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

  以上６つの課題、領域につきまして、今までどんな議論があって、今後どんなことについ

てご議論いただくのかなということについて若干、うちの事務局が誘導的な論点を書きすぎ

ているのではないかと思いますけれども、資料を紹介いただきました。このとりまとめを踏

まえて、それぞれの分野ごとに１０分ないし１５分ずつご議論いただきたいと思います。 

  基本的には、取組の妥当性、それから今後こんなことに注意してやるべきだという提案に

ついてご意見をいただきたいわけですが、もちろん今までの説明でもまだ不十分な評価の議

論もできないというご指摘もあり得ると思います。いずれにしても少し論点を絞って、ご発

言をいただければと思います。 

  まずは、透明性の確保、ここは１０分ぐらいにしたいと思います。この部分についてご議
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論を、よろしくお願いいたします。 

（新田委員） 透明性には２つ意味があると思います。どこに情報があるかとわかっている。

そこに聞けばちゃんと教えてくれる、隠さずに教えてくれるということが１つです。もう１

つは、どこに情報があるか、その情報に簡単にアクセスできるかということで、その情報源

の在り処を多くの人が知っているということです。 

  情報源についてでは、そのホームページのアドレスを例えばコミュニティのタウン誌であ

るとか、多くの人たちが目にする雑誌であるとか、よく目に触れるところに載せておくだけ

でも大分効果があります。そういう努力をされていますかということです。 

（近藤委員長） 今の点に関しては、原子力委員会は少なくともやっていませんね。スーパー

のフリーペーパーにどうしたら活動報告を掲載できるかといつも気にしているんですけれど

もアクションをとっていません。大事なポイントです。 

  ほかに。伊藤委員。 

（伊藤委員） 透明性なんですが、議論するときに目的を明確にしておかないといけないと思

います。この透明性の目的は、１つは原子力をやっている、つまり政策を決定し、施行し、

あるいは事業をやる、こういう者が社会一般から信頼を得る、その事業の中身をちゃんとや

っていると、きちんとやっているという信頼を得るための透明性というのが１つです。 

  それから、もう１つ、地方公共団体、あるいは研究している人、あるいは特別に関心のあ

る人がこの欲しい情報にちゃんとアクセスできるという、この２つがやはり大事なポイント

かなと思います。 

  そういう意味では、アクセスがどうも十分ではないかというお話がありましたが、いずれ

にしましても材料の品揃え、それから質、あるいは提供方法、アクセスのよさ、やはりこれ

はそれぞれ国がやり、あるいは事業がやるということですから、費用対効果というのはやは

り考えなければいけない。こういう面で、情報にアクセスをする、情報を求めている方がど

う考えているかという材料が十分今まで出てないような気がします。これは、やはり我々は

どちらかと言うと、ここのところを受け手の側からどう評価されているのかというのが一番

大事なポイントではないかなという気がいたします。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

   私としては、この透明性は、特に安全の確保に対して、いかに安全なシステムがあって

も、技術者がそれを安全と思っても、人々がそのことについて信頼するかどうかという点に

ついては、結局のところ、ある種、納得の仕組みが必要で、その担保が透明性ではないかと
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して政策課題にしたと記憶しています。この点で、最近の不正行為の公表内容を見ますと、

昔はだめだったが、いまは良くなっているといえるのか、やはり、まだ開発途上であって、

そこについての信頼関係をどうするかということが引き続き最大の課題になっているという

整理の方が私は妥当だと思います。 

  透明性を確保するということがオペレーターの説明責任、説明責任という言葉がふさわし

いかどうかわからないけれども、きちんと説明することという意味での透明性をまず持って

要求されているというところ、そのためにどれだけどこに情報を出しているか、その手段に

ついても説明し、リーチすることも含めて、責任の一部だということを新田さんはおっしゃ

っていると、そういうことで整理させていただきましょうか。 

  井川委員。 

（井川委員） 今、新田さんがおっしゃったことについて、アドレスとかを載せるのは適切で

はないと。今どき、何でそんなことをするかという感じがするんですけれども、むしろそう

なると原子力委員会なりが金を出して、原子力関係に特化した検索エンジンをつくって、つ

まり必要な情報が適切に得られるように、どうせインターネットを使うなら、特化して、必

要な情報により簡単にアクセスできる検索エンジンをチューニングしてつくる。これは大し

た金はかからない。それの操作もできない人ももちろんおられるわけだから、デジタルデバ

イドみたいなこともあるわけだから、それは公開室がありますから、そこにお手伝いができ

る詳しい人を一人置いておけば、大した金がかからなくて、二、三年もあればできる。二、

三年も要らない、１年でできちゃうんじゃないかと。したがって、それを速やかにやるとい

うことがひとつ大事なのではないかなと思います。 

  透明性については、ＯＥＣＤの人が言っていたんだけれども、事故と同時に政策あるいは

規制等の決定過程において、どういうふうに決まったのか。それに対して、どういうふうに

いろいろな意見、あるいは不安なり、いろいろなニーズが反映されたのかということは透明

性で一番重要だということがありましたので、その観点から言えば、今、新田さんのおっし

ゃったようなことも含めて、より速やかになおかつ簡単に情報にアクセスでき、なおかつ反

映できるシステムをつくることは、やはり原子力委員会がもし総合技術、先端技術である原

子力をやっているのであれば、インターネットのより先端的な活用の仕方をやってほしいな

という要望があります。 

  それで、その観点からいくと、やはりあまりにも情報公開の速度が遅すぎまして、政策決

定の過程においては遅すぎて、もう閣議で決まっている話なのに、いまだに議事録がでない
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ということがしばしばあって、もう決まっちゃったもの、議事録を今ごろ見たって、国民は

何も言いようがないですよ。そこはやはり何らかの速やかな、役所の壁を超えるようなもの、

霞ヶ関の常識を超えるような形でぜひ実施してほしいと思います。 

  それから、おっしゃるように、事故について言えば、透明性から言えば、なってないとい

うのは、今まででさんざん言われたことで、これは今後、業界がやってくれるということを

大いに期待して、ただ、もう事業者が自主的にやってくれなければしようがなくて、一部メ

ディアが社長の首を取れば、何とかよくなると、そうは僕はとても思えないので、これは原

子力委員会の意見書を、白書で出されていたように、常々、繰返し要求してほしいなと思い

ます。 

（近藤委員長） それでは、辰巳委員、どうぞ。 

（辰巳委員） 今のお話、当然なんですけれども、もう少し明確に透明性、事故が例えばあっ

たときに、どういうふうに処理されるかということが見えるようにしてほしいというのが信

頼性にもつながると。 

（近藤委員長） 何の処理ですか。 

（辰巳委員） 何でもいいんですけれども、今までにあったような事故でも、事故があったと

きに、対応するというお話はちょっと曖昧な気がするから、もう少し具体的に、そういうと

きにはこのような形できちんとこういうふうにしますということがわかるような形で、だか

ら皆さん、安全です。安全だけが届けられて、安全性ばかり言われても。やはりそこが一番

不安になって、隠されるんだろうと思われるというところだから、具体的に起こらないから、

そういう具体的なことを考えられないということかもしれませんけれども、そうではなくて、

やはり起こり得る可能性もあるだろうから、それをうまく説明できればいいかなと、私は思

います。 

（近藤委員長） すみません。ご発言を正しく理解したいんですけれども。もし事故が起こっ

たらどういう。 

（辰巳委員） 安全性の確保があるかという。 

（近藤委員長） それはその。 

（辰巳委員）  例えば、地域協定というのは、地域の安全協定というのは、割合そういうと

ころがあるかなと思うんですね。例えば何かが起こったら、知事に連絡をしてどうこう、ど

うこうと。 

（近藤委員長） フローチャートですね。 
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（辰巳委員） それもあると思います。ただ、チャートだけではわからないと思うわけですよ。

だから、それが何か、具体的にどうするかと、提案を言えとおっしゃったのはちょっと難し

いところなんですけれども、やはりそこら辺が見せられるような、安全教育というのは、地

域との安全協定で、そうじゃない地域の人たちの人たちに対してというのが、要するに国民

に対して、どういうふうに、すごくやっぱり知りたいなという人がとても増えると思います

ので、そういう人に対して、こういうふうにしていますから大丈夫ですよということが何か

見えるような形になるといいなというふうに思っているんですけれども、ちょっとそこら辺

が。 

（近藤委員長） ご意見は、事故や異常が起こったら、こういう手順でもって、いわば再発防

止対策まで議論されますよというフローチャートを明らかにし、共有されているべしという

ことと、個別具体にことが起きて、この先どうなるか起こるかわからんというときに、その

現場にオンサイトで収束というか、皆さんに被害が及ばないようにするための対策を通報せ

よと、事故時というか危機における広報についてのあり方を提案されているのか。どっちだ

かわからなかったんですけれども。 

（辰巳委員） 両方です。要は、何かが起こったときに、個人的に自分の危害が及ぶか及ばな

いかというのはあるかもしれませんけれども、それだけじゃなくて、やはり全体的に、ちゃ

んといわゆる持続可能というか、やっぱりそんな大きな問題が起こっていませんと、そうい

うことがちゃんとわかるような広報も含めてね。 

（近藤委員長） 危機時の広域広報ですね。 

（辰巳委員） そうです。それがもう少し、目で見てわかるような、バーチャルで何かそうい

うふうな状況、何かできるんじゃないかなと、先ほどもあったように。 

（近藤委員長） 危機時の広報は防災訓練でやることになっているけれども。 

（辰巳委員） それがね、何度も言うけれども、安全協定の地域の人たちとは非常に何かある

と思っているんですけれども。そうじゃなくて、私が、別に立地の辺に知り合いがいなくて

も、やはり気になるわけで、そういう意味です。 

（近藤委員長） 全国放送にはならない。しかし、全国に気にしている人がいる、そういう人

にも広報をということですね。わかりました。 

  河瀬委員。 

（河瀬委員） 信頼性の確保、これはもう当然中の当然でありまして、透明性がしっかりしま

せんと、信頼性が確保できないということは、私はいつも立地地域として思っていますし、
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しっかり取り組んでほしいと思います。 

  それと通報体制とか、今比較的、いろいろなことがありますと、直ちに入ります。もし、

事故が起こった場合には、まず環境への影響がありませんということをまずこれをしており

ます。もちろんニュースになりますから、ものすごい、全国で、でも小さいやつもあるんで

す。今は何でも報告しろということで、いろいろな細かいことも全部報告が来るもんですか

ら、それをいちいち全部市民に知らせようかというと、ある程度選びまして、私も防災告知

のチャンネルがあるものですから、あまり大変なことがあれば出すように取り組んでいます。 

  そのあたりは、比較的、国の方もまた事業者の皆さん方もよくなってきたんじゃないかな

と、私どもは思っております。まず本当にひどい事故になれば、これはもう当然避難のこと

もあり、これは私ども原子力の防災訓練というのをやって、これは政府と直接にかかわりな

がら、私ども地域と執り行っているんですけれども、いろいろなレベル段階があるものです

から、私どもが心配しているのは、こんなことで、こんな報道されるのが一番嫌なんです。

ちょっとした報道があると、そうするともうイメージが、原子炉があるとか、怖いねという、

そういう風評的なものを与えるのが非常に嫌なものですから、ずっとつながっていくんです

けれども、正しい教育があったり、広報があったり、今は透明性だけですよね。 

（近藤委員長） ありがとうございます。それでは、次のテーマは広聴・広報の充実です。こ

のセクションにおいては、対話と理解活動、そして広報事業の見直しの現状についてご議論

いただいているところですが、ここについて何かご発言ございますか。  河瀬委員。 

（河瀬委員） 特に、昔は現場を見ようということで、テロがある前は、私どもの地域、福井

県の嶺南地域というのは関西で６割の電力を供給しているところでありますので、大阪の方

が、見に来て、今までは原子力っていうのは怖いようなイメージがあったけれども、現場を

やはり見て、これだけ皆さんしっかりやっていると。それと地元のそういうご婦人と交流を

実はしていまして、理解活動が進んできたなという時期があったんですが、やはり例のテロ

以降は施設には入れないと、これもいたし方ないところなんですけれども、実は私ども地域

には結構事業者でありますとか、国でいろいろなＰＲ施設というのもちょっと変なんですけ

れども、広報館みたいなところが結構立地をしていまして、そこである程度原子力の仕組み

とかいろいろな展示をする場所がありますので、そういうものを通じて、もっとそういう活

動を行うのが一番いいのではないかと。 

  来ていただくと経済的にも私ども地域が潤う面もございますので、これも大事かなという

ことを考えますと、やはり都市部の、今までそんな原子力の近くに行ったこともない、見た
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こともないという方に見ていただく、広報、これはもう百聞は一見にしかずとそのとおりで

ありますので、そういうものも何か復活できるようなことを国としても考えていただけると、

非常にいろいろな面で広報活動が進むのかなというふうに思いました。 

  また、来た方に、広聴、生の声を聞くことができるわけでありますので、幅広くそういう

ような事業もぜひ国としてやっていただければありがたいなと思っております。以上です。 

（近藤委員長） セキュリティ確保の重要性の認識が高まって、見学者の施設へのアクセスの

制限がきつくなってきているところ、それと広報の両立というのは、現物を見て納得すると

いう国民性もあるところ、現場に非常に難しい問題を課していると思っています。難しいと

言っているだけでは何もならないとして、サイトの近傍にあるシミュレーターとか、そうい

うものを使って臨場感を味わってもらうという試みがなされているところもありますが、そ

こでアンケートをとると、せっかくそばまで行ったのに、施設内部に入れてくれずに、おも

ちゃで誤魔化されたという感想が必ずあるんですよね。 

  ですから、さらに工夫しなければならないのかなと思っているんです。一言、思いを申し

上げました。 

  新田委員。 

（新田委員） 広報・広聴、それを進めていくと、シンパをどうつくるかということではない

でしょうか。エネ庁が実施しているエネルギーコーディネーター制度があります。コーディ

ネーターに当該する地域とか、あるいはその周辺の地域の人になって頂くことを提案します。

もちろん誰でもなれるわけではありませんけれども、所定の訓練等を受けて頂いて、重点的

にそこにコーディネーターをたくさんつくると、その人たちがエネルギーリテラシー、原子

力リテラシー教育を担って下さるようになります。地元のコーディネーター達が市民や学校

生徒を対象に語ってくれるわけです。このように既存の事業で、そういうシンパをいかにつ

くるかというところをやれば、さらにうまく行くのではないかと思います。 

（近藤委員長） 辰巳委員。 

（辰巳委員） ６ページの論点を書いてくださっているところが、ちょっと気になっていたこ

とがあって、まず広聴・広報の目標をどこに定めているか。到達点、やはりＰＤＣＡも出て

いますが、到達点をどこにするのかというお話はすごく重要だと思っておりまして、むしろ

ないと考えた方がいいのかもしれないんですけれども。 

  それで、その次に戦略をと書いてある、これは私は大反対で、戦略なんていう単語を使っ

てほしくないなと思っております。やはり広報をすると言いながら、戦略なんていう言葉自
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身が、戦いですよね、だからそんなもんじゃないんじゃないかなと思っております。 

  今ちょっとたまたまシンパをつくるという単語が出てきた、これも私は気になっておりま

して、すみません、やはり地球上にいろいろな人が住んでいて、Ａがいいという人もいれば、

Ｂがいいという人もいて、それで私は当たり前な健全な社会だと思っています。 

  それがみんながＡがいいよというふうに思っていくことが、広報の目標ならば、私はここ

から帰りたいなという気持ちがありまして、そういうものではないんじゃないかと。それが

戦略という単語にもあらわれているのかなと思っていまして、やはり一方向に持っていかな

ければいけないなというのが戦略かなというふうに思ったりしますので、やはりそうではな

くて、世の中にはいろいろなことに対して、いろいろな考えを持っている人がいるというこ

とを知ることが、広聴・広報かなと私は思っておりまして、だからこそ広聴をするわけです。 

  それに対して、いや、あなたの考えは違うよというのが広報であったら、なかなかやはり

これは信頼性にも最終的にはつながらないなというふうに思っているんですね。だから、と

ても難しい話だと言ってしまえば、おしまいなんですけれども、やはりそれが見えるように

していただきたい。 

  だから、こうだと言っている人に対して、こうだと言っている人、こういう意見がいろい

ろあるんだというのが、見えるようにしていただけるのが、広報かなと私は思っていて、そ

の中で、それを受け取る人がどう判断をするかというのは、その人、その人の生き方あり、

考え方だというふうに思うので、どうでしょうかというのが私の提案です。すみません。 

（近藤委員長） 私があまりしゃべっちゃいかんのだけれども、おっしゃるとおりというか、

だからこそ我々一貫して広聴、まずよくお聞きしましょう、お互いの考えを正しく理解する

ことが大事といい続けています。違いが分かること、あるいは違いがどうして生じているか

分かることはお互いにとても大事です。お互いに思考が豊かになる可能性がありますからね。 

  戦略という表現ですが、私どもは効果的かつ効率的に取り組むとか、正しいことを正しい

方法でとか言い換えをするようにしてきていたはずです。いくつも書いてあるから、これは

言い訳にもならないんですけれども。 

  松田委員。 

（松田委員） 簡単に。辰巳さんのおっしゃっている戦略という言葉が社会に向けて誤解され

やすいというのは事実だと思います。しかし、ここで使っているこの言葉は、原子力政策を

いかに正確に正しく理解していただくための手法の開発という意味で使っています。原子力

発電が、日本の発電量の３６％使われていることを理解していただくための目標設定を明確
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にした広報のことを戦略と思っています。 

後半の論点とも重なりますのでここで述べてしまいますが、広報を草の根に広げていく荷

は制度の整備も必要です。参考になるのは環境省がこれまでごみの問題で、国民理解を進め

てきた手法というのが役に立つと思います。 

  その手法の１つは、省の中に市民活動支援室を設立しました。環境省はまず、環境企画課

を設置したのですが、企画課だけでは、国民とのネットワークが進まなかったので、翌年に

環境調整室、その次に地域支援室ができ、担当係長ができたのです。地域づくりの専門官が

できたことにより、学習の機会の広がりとか、国民とのネットワークづくりが全国の県や各

市町村の廃棄物担当課とか、自然保護課というところとつながり始めたんです。 

  五、六年たつうちに、地球温暖化センターが各市町村の施策の中に組み込まれ、そこの自

主運営を市民がやるようになりました。これが今回の総理の地球サミットＧ８での発表「美

しい星５０」に行くまでの、環境省の五、六年の動きです。 

  原子力施策についてみますと、立地地域のための担当課はありますが、市民に向けての担

当がないものですから、原子力への理解を進める市民参加が広がっていない。 

  来年の洞爺湖サミットに向けて、このあたりの制度づくりをきちんと政策として位置づけ

ておかなければ、国民の理解は進まないのではないかということで、そういう担当係をつく

っていただきたいというのが私の提案です。以上です。 

（近藤委員長） ゴミは東京都でも一生懸命やるわけですよね。他方、原子力はたとえば、東

京都のどの課が担当課になるのか、エネルギー対策課なのですかね。ゴミは全国各自治体が

皆さん固有の問題として苦労をされてきている。だけれども、自治体には当事者意識が低い

ですね、近年、すこし変化が見られるのは事実ですが。 

  どうぞ。 

（松田委員） そのためにも国の中に市町村とネットワークをつくる「地域交流室」というも

のが必要であって、これは例えば経産省だと経産局が各都市にありますし、そこの活用も考

えられます。政策評価の提案として、経産省にそこで考えてくださいと言えば、経産省はき

ちんと考えてくるのではないかと思います。ですから、ここではそういう市民とのつながり

を広げていく組織を経産省に設置すること、１つつながることによって、今までばらばらで

あったゴミ問題、これは法律的には市町村の役割ですけれども、放射性廃棄物は、国民が利

益を得た結果ですから、大事な資源エネルギーとしての原子力エネルギーですから、このあ

たりは国民に理解をいただくために、ちゃんと取組み体制の整備をまず政策として取り組ん
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でいかなければいけないというふうに思っています。 

（近藤委員長） ここは、地方自治体の皆さんと原子力関係者ばかりの会合で、全国知事会と

いうような組織との対話にこれまでは取り組んでいたといえないところ、しっかりせよとい

うことですね。 

  それではほかに。はい、末永委員。 

  末永委員。 

（末永委員） 簡単にですが、僕も最終目標とありますけれども、これは多分前回の部会のと

きに、伊藤委員が具体的な数字を挙げて、例の東洋町の問題ですね。多分その辺からせめて

いけばあるいは出てくるのかなと思って、私はちょっとよくわかりません。 

  先ほどからいろいろご意見がありますけれども、当然広報をやるためには、広聴が前提だ

というのは多分これは当たり前のことであって、特に地域なんかにおいて広報活動をやると

言ったら、住民がどういう考えを持っているかということを把握しない限り、これはもうで

きないわけでありまして、その辺、やはり地域ごとにちゃんとした広聴活動をやって、その

上に立って広報活動をやっていると思います。その場合、どういうふうな形で広報活動をや

るかということになりますと、そこで役割分担とあるので、戦略的、私はこの戦略的という

言葉は大好きなんですけれども、戦うということでは決してありませんので。まさに戦略的

に役割分担をしていけばいいわけでありまして、私たちの地域と言いますか、国が出るべき

ところ、役割分担で出るところがある。それは例えば原子力がなんたるか。原子力政策がな

んたるか。あるいは原子力ルネッサンスとは何なのか。環境はエネルギー問題なのか。そう

いう全国民的な課題というものに対しては、これはきちんと国が出てやるべきだというふう

に思っています。 

  それから、県とか地元自治体、これはそれらを受けて、当該地域にとってどういうメリッ

トがあるのか。あるいはどういうことに関して、私たちはやっていくんだと。あるいはどう

いう協力、支援体制、あるいはどういう問題があれば、それをどう国の方に伝えるかと。そ

ういうふうなパイプ的な役割を果たせるか。 

  さらに、さまざまなＮＰＯ、青森県は全然ＮＰＯが弱くて困っているわけですけれども、

ＮＰＯでも何でもいいんですが、いわゆるさまざま団体があって、そういうところはそうい

うところで、さらに住民サイドから意見というのを知っているわけでありますから、それは

それでまたやればいいし。あるいはもう１つ、事業者ですよね。事業者はやはり広報活動に

全面的に入る。 
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  最近、事業者の方と若干話すことがあるんですが、あるいは地元の住民の方と話すことが

ありますと、いろいろな電力もあるいは日本原燃もそうですが、広報機関というのが必ずあ

ります。ところが、そこはどちらかというと文科系の人が多いですね。要するに、技術者が

あまりいない。だけど、やはり技術者がいろいろなことで、広報をしてくれた方がよりわか

りやすいという意見がありますので、たとえ事業者が広報をやる場合には、どういうふうな

人材を配置しながらやっていくかということが必要だろうと思います。 

  と同時に、こういうふうにバラバラ、それぞれの課題、戦略的に分けて役割分担していく

わけですが、それぞれがバラバラやっても駄目なんであって、全体としてそれぞれがどのよ

うにやっていくかということをきちんと分担した上で、かつそれをそれぞれの課題というも

のをフィードバックしながら、有機的な連携性をもってやっていくべきだろうと思いますの

で、その辺が、やっぱり地元にしたら大変重要だと思います。 

 前にも言いましたけれども、東京からよくＮＰＯの方がいらっしゃる。いつも同じようなメ

ンバー集めて、それで広報終わりなんですよ。これでは地元に対して、広聴・広報になって

いるかというと甚だ疑問です。あとでまた資源配分とか、あるいは実際にどこかということ

にかかりますけれども、そういう部分があるということをちょっとだけ報告しておきたいと

思います。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

  井川委員。 

（井川委員） ３点申し上げさせていただきたいんですが、まず広報の目標というのを前回か

らずっと話が出ていたので、ずっと考えていたんですけれども、１つ、端的に言えば、今一

番問題になっている高レベル放射性廃棄物で、応募するところが１０個できれば一番いいん

ですね。しかもこれが田舎にできるとまた田舎から手が挙がるのはもちろん大歓迎ですけれ

ども、また橋本知事みたいな方がおられると、ある程度の人口のところから、これはどの人

口を設定するかを説明して、やはり高レベル放射性物について一定の理解をして応募してく

れるとか、例えばできるところを求めるというのが、いい目標なわけです。 

  なぜかと簡単に申し上げると、当たり前ですけれども、原子力の必要性、あるいはコスト

の、実は高レベル放射性物はコストがかかるんです。それから安全性も高いということを理

解、リスクの評価、いろいろなことが、多分理解していただけるということではないかと思

います。 

  さっき東京都の例を挙げられましたけれども、日経何だったかの雑誌に出ていましたけれ
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ども、石原知事が東京都に持ってくるなら、俺は歓迎だぞと言って、おっしゃっておりまし

たが、ぜひ原子力委員会でも石原知事をお呼びになられて、ご意見を伺ってもいいのではな

いかということをまず１つ申し上げたい。 

  それから、もう１つ、広報の中に入っているので、先ほど辰巳委員がおっしゃった異常時

の広報ということですけれども、これはどうも一部でいい動きをやっているんだけれども広

がらないので、あえて申し上げさせていただきたいのですけれども、事故事例というのがあ

って、六ヶ所の再処理工場等で、大体原子力で起きる事故というのは、専門家が思ってもい

ないような事故というのは大体起きないんです。我々素人が考えるようなものは大体専門家

は実は考えているんです。 

  チェルノブイリ事故だって、思いもよらなかった事故とおっしゃる方もおられるんですけ

れども、あれは旧ソ連の中では、あの原子炉自体はつくる前から設計段階からこんな危ない

ものをつくってどうするんだという学者もいたわけですから、ある程度専門家は理解をして

いる部分がありますので、そこら辺はしっかりとした事故事例というものを示して、それが

どのくらいの影響があって、どう評価されて、どういう対応ができるかということをさっき

の検索エンジンの中に、事故と入れて、類型が調べられるようにしておけば、一般の方は非

常に見やすいと思います。 

  それも原子力委員会が金を出してやれば、大したことじゃという気がします。 

  それから、もう１つ、見学についてですけれども、河瀬委員には大変申しわけないんです

けれども、我々、報道が事故の事例を示すと風評被害になるとおっしゃったんですけれども、

確かに短期的にはその側面があるけれども、もうちょっと事故事例を、地域のそれを乗り切

った財産として、むしろそれは地域の中で、見られたり、記録をためておいたり、経験を生

かすための１つの展示とすべきではないかと思います。 

  黒部ダムを見に行くと、ダムをつくるだけで１７６人の方が死んでいます。黒部ダム渓谷、

戦争中に黒三というダムをつくりましたけれども、あのトンネルを掘るので地獄のように人

が死んだわけです。そういった経験のもとに、あれだけの発電ダム、あれだけでも満たない

んですけれども、それでもそれだけの苦労をしてつくられた。 

  技術の進歩というのは、やはり苦労、失敗を糧にして発展するのであって、その経験をも

っと示された方がいいと思います。これは地域ではそれと共存し、なおかつ乗り切ったとい

う、多分１つの勲章だと思います。それは多分、中が見れないというときに、それをできる

だけ再現した模型だとか、そういうものをつくれば、実は中を知るということの参考になっ
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て、核防護上も多分だめだと言えないでしょう。 

  それの再現模型だとか、ビデオとかいろいろなものを使って展示するということは多分い

いんじゃないかと思います。そのことをぜひやってほしいということです。 

  それに付随して申し上げたいのは、僕らが核防護をやるときに、国際機関に言いなりにな

ってやっている側面が随分あるような感じがして僕はしようがないんです。 

  ＩＡＥＡへの出資金が日本は多いわけですから、もうちょっと言って、日本は核防護はこ

こまでという基準づくりに旗を振るように、これは原子力委員会からしっかり言ってほしい

と、こういう要望を申し上げます。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

  はい。辰己委員。 

（辰巳委員） 井川委員の指摘、まさに私も同感です。原子力発電所を過去にたくさん見せて

もらったんですけれども、どこに行っても安全しかないんですよ。人間はやはり安全、安全

って言われたら、本当かなと疑いたくなる。あまりにもそれを言われるとね。 

  ＰＲ館がありますが、そこを使ってうまくおっしゃったようなお話があればいいなと思い

ます。企業が出している環境報告書というのにいろいろかかわっているんですけれども、あ

れも企業のいいところばかりをＰＲするような形になりがちなので、やはりそうじゃないで

しょう。企業の中には、ちょっとした不祥事があるでしょうと。そういうことを出すことに

よってバラスンがとれるんですよというお話を企業の方にするんですけれども、全く同じだ

というふうに思います。だから、そういう意味で、目に見える、おっしゃっていることは、

とても私も大賛成です。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

  伊藤委員。 

（伊藤委員） 今、そういう話が出たからですけれども、今いい面ばかりとおっしゃったもの

ですから、実はそうではない発電所もあるというお話をさせていただきたいと思います。 

  失敗の回廊というのをつくっている発電所がありまして、過去の事故で火事があったとか、

配管が水素で爆発したとか、そういう実物の失敗事例を集めまして、そして公開をしている

発電所がありますので、ぜひごらんいただくといいかと思います。大変恥ずかしい話なんで

すが、そのほかに実物でお見せできないものは、パネルで展示して、過去にこの発電所でど

んな失敗がありましたという実物を、アルミがこんなに燃えちゃったとか、そういう実物が

展示してあるところがございます。 
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  今、通報なんかをやるという話になっていますが、今や最早信頼というのは、企業の経営

上の、信頼してもらわないというのは大きなリスクになりますから、むしろ協定よりも、自

らどんどん情報を出していくというのをやっているのが、今、発電所を運営する電気事業者

ではないかと思っています。 

  問題は、やはり都合のいい情報しか出していないのではないかとあるわけですが、そこで

大事なのは、どういう情報を公開しているのかという基準だと思います。こういう情報を出

しています。こういう情報は出しません、ここをしっかり出して、それを地域の方々、ある

いは一般の方々とあるいはメディアの方々に納得いただくと。これはなかなか難しくて、ち

ょっとどこまで出しますかという話です。蛍光灯の球一本切れても、これは外へ出しますか、

いや、そんな必要はないですよ、ですよね。だけど、制御室が全部停電したら出しますよね。

その辺の線引きをどうしますかと。なかなか現実に考えると非常に難しい話なんですが、や

はりこれを粘り強くやっていくことが信頼につながるということではないかと思います。 

  それで、本題に戻りますが、一体広報って、目的は何ですかと。これはやはり政策大綱に

繰り返し出ていますが、相互理解だと思います。正しい知識、正しくない知識、これを押し

付けて、あなたたちの知識、こうですよね。知らないですね。これが正しいです。これでは

ないはずなんです。相互理解なんです。 

  相互理解のための、原子力、一般の方たちからの安全にやってくれているよね、というこ

の信頼が、まずそこから徹底できるということが１つの目標です。 

  それから、一方事業をしている方、原子力政策をやっている方は、私たちは一生懸命努力

していますということを世間一般からわかってもらっているとの実感が得られること。この

相互理解が成り立つことによって対話が初めて成立するということです。 

  その共通言語として必要なのが、原子力の基本的な知識なのではないかと思います。です

から、その知識を押し付けるのではなくて、やはり相互理解が目標で、そうなるとやはり相

互理解のために必要な言語が、共通言語が十分ありますかという問題が出てくる。 

  それから、そこには当然、役割分担がやはりあると思います。そういう中で、資源配分を

適切にしながら、地域、国民全体に対して相互理解をどういうふうにつくっていくのかとい

うのがやはり大きな目標で、その目標を図る相互理解がどこまで達成できましたかという指

標は、やはり原子力発電所に対して、安全だと思いますか。危険と思いますか。というのが

１つの指標だと思いますが、これはいろいろな指標があると思います。 

  これは、工夫しなければいけないと思うんですが、いずれにしても知識の押し付けではな
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くて、相互理解が目標ではないかと私はこんなふうに思っております。 

（近藤委員長） はい。それでは、このテーマの狙いに相応しく、井川さんからいい目標をい

ただきました。公募に手を挙げる町が１０カ所になることが原子力界の目標だと。極めて明

解で、現実的目標と思います。これで目標の議論は終わります。 

  次、学習機会の充実とそれから国民参加、３と４について、評価並びにご提案をいただき

たいと思います。 

 はい、河瀬委員。 

（河瀬委員） 共通点があるなと思っていますのは、やはり本当のことを教える、危ないとこ

ろ、原子力というのは、どちらかと言うと、放射能という厄介なもので心配なものなんです

けれども、しかしこれをこういう形でという正確な学習をする、また広報するということが

大事だと思います。 

  それがありますと、風評被害というのは私はないと思います。新聞、読売さんとかはきわ

めていいんですけれども、マスメディアでも、原子力に対して非常に批判的な立場の人もい

らっしゃいます。 

  本当のことを知っていれば、風評被害にはならないと思います。こういうことがあった、

でもこうやっているから安心だなと。私はいつも言いますけれども、非常に風光明媚で観光

にもものすごく力を入れています。そうしますと、先ほどのような施設も私はあってもいい

なと思うんですけれども、いろんな面でたくさん来てほしい、競争です。そうしますと、や

はり危ないのがあるなというイメージがあるだけで、ほかに行った方がいいでしょうという

ことになりますと、非常にそういう被害を受けるということで、学習の面でも広報の面でも、

しっかりとした本当のことを国民に知っていただくということが大切です。 

  私は、多くの国民の皆さん方は、見たこともないお化けを怖がるようなところを恐らく原

子力に対して持っていると思います。 

  あまり知らない、見たことないけれども、怖い、怖いというお話を聞くと、ああ怖いなと

いう、そういう多くの国民がいることによって、私たちの地域というのは、非常に迷惑を受

けるところがありますので、ぜひそういう教育の面でも、本当のことを言っていただきたい。 

  原子力は安全で、絶対に大丈夫という教育はいまどき誰も信じるわけはありませんので、

本当のことを教育する。本当のことを知っていただく広報、学習というのをこれからぜひや

ってほしいなということをいろいろなところに書いてございますけれども、国に、文科省な

りいろいろなところで議論してほしいなと思っています。 
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（近藤委員長） ありがとうございます。ほかに。 

  松田委員。 

（松田委員） クリアランス制度というのがスタートしまして、放射性廃棄物が再利用できる

ようになり、その試みがスタートしました。反対運動が起きるのではないかと非常に心配し

たんですけれども、自治体とか市民とか事業者の方たちに正確な情報をきちんと伝えること

を、日本原電の担当の方は行いました。最近、これが無事着手され、日本原電からの金属廃

棄物が溶鉱炉に入ったとのことです。 

  廃棄物のクリアランスについて誠心誠意情報を提供した成果が、良い結果を結びました。

日本原電の担当者の方たちは、今そのことによって非常に元気を得ております。原子力の広

報はわかりやすくとか、透明性とか常に言っていますが、とても良い事例だと思います。 

（近藤委員長） よろしければ、先に行きます。最後の２つ、国と地方の関係と立地地域との

共生についての取組みの現状評価、いかがでございましょうか。 

（新田委員） ちょっとポイントがずれるかもしれませんけれども、納得するということにつ

いてです。知識、理屈で納得したら人間が納得すると思うのは、かなり間違えが多いと思い

ます。 

  例えば、防災訓練をしますよね。そのときにまたあの防災訓練に行ってみたいなと参加者

たちが思うような工夫が必要です。参加してたくさんの人たちとそこで知り合えるよねとか。

そういうふうに持っていくというのも１つのやり方だと思います。 

  きょうの議論もずっとそうなんですけれども、知識で正しいものを与えたら、相手は納得

するだろうという考え方で討論してきたような気がします。すこし、偏っているような気が

いたします。 

（近藤委員長） 井川委員。 

（井川委員） これは言うまいと思っていたんですけれども、ちょっとあえて言わせていただ

くと、やはり原子力関係者は努力が足りないんです。どこの環境団体とか、市民団体とか、

反対団体の人を見ても、一応原子力関係者は給料をもらっているんですけれども、多分給料

はもらわずに、小さな地域のお祭りに山車を出して、環境団体はしっかりやっているんです

よね。 

  ところが、原子力側の人で、それに対して宣伝している人がいるかと言うと、どこに行っ

たっていないんですよ。電力会社の人が来ても、むしろ何て言うか、電磁調理器具の宣伝と

か、そんなことしかやっていないんです。原子力の必要性なんて誰も訴えてはいないんです
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よね。だから、パレードもしないし、張り紙もわけのわからないポスターしかないし。やっ

ぱり小まめな努力が明らかに足りないのはもう間違いないんです。 

  少なくとも、都会、東京においては明らかにされていないんですね。 

  それで、僕はそういう努力をどうしたらいいかということですけれども、やはりある程度

支援する、そういう頑張ってくれる人に金を出すとか、支援するようなシステムは必要なん

ですけれども、どうつくるかというのは非常に難しいので、おっしゃるとおりだということ

だけ。 

（末永委員） 反論ではありませんけれども、青森にいると井川委員のは事実誤認になります。 

  電源開発が、今大間に建設しているわけですが、その辺のことで準備室があります。わず

か６４人しかいません。そこで、どういうことをやっているんだよということで、そこの所

長さんたちと話をしました。そうすると驚くことに、本当に多種多様です。土曜日曜もなく、

さまざまなイベント、祭り、郷土芸能、あるいは出張、出前講義、そんなこといろいろやっ

ているんです。たった６０人ぐらいでこれだけのことができるぐらい。 

  多分、大間の伝統芸能はあなたたちで継承しなければ、大間は過疎地で高齢社会ですから、

電源開発がやらなければもう実際できないよ、そのくらいのことをやっています。 

  彼らいわく、実は私たちはお金がありません。だから、人を出してやっているんでという

ことで、多分そういうことで地域共生というものを１つととらえ、その中からＪパワーのあ

り方、そういうものを知ってもらおうと、そういうことでいろいろ努力しています。 

  あるいは日本原燃も典型的にそうなんですけれども、そういったことを我々評価すべきだ

ろうというふうに地元としては思っています。 

（近藤委員長） 井川さんがおっしゃったのは、大都会における事例だと。 

（井川委員） もうちょっと的確に言うと、おっしゃる意味は、電力をつくる地域で立地活動

に一生懸命やられていると。しかし、消費地、あるいは広く国民レベルでやっているかと言

うと僕はちょっと。だから、正確性を欠いた言い方で申しわけございませんでした。 

（辰巳委員） 私は、今回は別に反対いたしませんので、原子力から離れて、私たちが何か買

おうとしたときに、これは買うと決めるときに、どういうふうに判断するかと、過去にいろ

いろ、私どものメンバーで話し合ったことがあって、まずはやっぱり自分で見て、触って、

感じて、皮膚感覚も全部含めてです。それで納得するというのが１つで、それは初期の段階

で、その中身はどうかと考えたら、やはり見えませんので、それはそれなりのデータとか、

先ほどの知識とか、そういうふうなものの伝達がなければいけないと思います。それを理解
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する力も必要ですけれども。 

  でも、やはりそれだけではオッケーじゃないんですよね。その最後が何かと言うと、それ

を何ゆえにつくったかとか。どういうふうに必要かとか。そういう提供する側の信念、ある

いは思い、哲学、そういうものが理解、相互理解という単語もありましたが、そこがつなが

って初めて、受け入れられるということで、いつも私たちは説明しているんですけれども、

それをちゃんとお話ししてくださったと思っております。 

  だから、やはりそういうことを、学習というのは、多分二段階ぐらいまでなのかなという

気がしますけれども、もう一歩、さらに必要なところで、だからみんなおっしゃっているこ

とは同じだと思うんですけれども、そこをどうするかというのは、お祭りも大事だと思いま

すし、相互で努力、求める努力も必要だとは思うんですけれども、そういう土壌ができない

と難しいなという気がします。 

（伊藤委員） 井川委員は、非常に大事な問題提起をされたと思うんですが、確かに、広聴・

広報というのは、情報の透明性の問題と違って、アウトリーチなんです。こちらから、相互

理解のためには、やはりどちらかと言えば理解してもらわなければいけないものはアウトリ

ーチしなければいけないというのは、当然の話なんですが、そのために、原子力施設のある

ところでは、先ほど末永委員がおっしゃったように、非常に濃密にアウトリーチがされてい

ると思います。 

  やはり消費地において、大都会においてどういうアウトリーチをするのか。誰がどういう

役割を担うのかというのがやはりこれから考えていかないと、基本的に、そこの問題か解決

されないと、今までそうやって長い間、来てしまったんだろうと思うんですが、この広聴・

広報の１つの根源的な問題かなという気がいたします。 

（近藤委員長） 国と地方の関係ではなく、生産地と消費地の関係ですね。ゴミの問題は、多

くの場合、発生者と処分地とが重なる、重ねなければならないというリールがあるわけでは

ないのに、発生者責任が狭く解釈されることが多い。一方、電気となると、国のスケールで

ものを考えるから、環境とかエネルギーという切り口で議論することが多いのですが、そう

して、国と地方というような内部構造に係る問題を消してしまうと、人々との対話において

は、ほとんど失敗が運命付けられていると思います。 

  ところで、ちょっと気になったのは、先ほどの追加説明でいただいたところに、ＮＰＯに

お願いをするとありましたね。８ページ、２つのＮＰＯを選んで云々とありますが、これは、

エネルギー、原子力に関する情報伝達ですか。これはもうちょっと狙いを説明、目標を説明
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していただきたいと思うんですけれども。 

（岡安広報官） 私ども、経済産業省資源エネルギー庁が１９年度から事業として立ち上げよ

うとしているものです。 

  補足的な説明をさせていただきますと、９ページに書いてありますように、原子力立国計

画の中で、基本方針として定められたものを具現化したものであります。具体的に言います

と、いろいろな地域に根ざして、自らの自主的な考え方に基づいて活動しているＮＰＯ、い

わゆる物事をわかっている隣人と言いますか、正確な知識を持っている方々である、その地

域の草の根的な活動をしているＮＰＯの方々から、地元において原子力関係の情報伝達を行

ってもらうことによって、面的な情報の広がり、理解の広がりを考えていきたいということ

で、ここに書いてありますように、１９年度、初年度でありますが、具体的にその地域に根

ざしたエネルギー、原子力に関する情報伝達を行っているＮＰＯの方々、２団体であります

が、具体的な活動を支援するということで、一定程度の金額、その対象となる費用について

支援をして、草の根的に理解促進活動の輪を広げていきたい。ということで１９年度新たに

つくった制度です。 

（近藤委員長） 思い付きですが、行政がＮＰＯにお金を渡すのは、ＮＰＯというものの成立

ちからすると問題ではありませんか。また、彼らを使うとして、その選択のクライテリア、

どういうＮＰＯをなぜ選んだということについて市民から見て納得できる説明をしなければ

なりませんね、このあたりどう考えておられるのですか。 

（岡安広報官） おっしゃるように、ＮＰＯについての考え方、非営利団体として自主的に活

動されている、ＮＰＯの中で、当該原子力エネルギーの情報伝達活動にかかわって、活動さ

れるときに、例えばこういうテーマでやるときに、いい先生がいないかとか。先生を派遣す

る費用であるとか謝金であるとか、そうした原子力について情報伝達を行っている方々を対

象として、その活動にふさわしい費用について支援をしようということであります。したが

って、ＮＰＯを支援するためのものではなく、ＮＰＯを育てようということでも、もちろん

ありません。いずれその身近にいる隣人から正確な原子力エネルギーの情報伝達で受けると

いうことで、安心感を持って、理解促進を進めていただけるということを期待して、１９年

度から事業化したものであります。 

（近藤委員長） ありがとうございました。 

  広瀬委員。 

（広瀬委員） その問題も含めまして、こういう活動、一生懸命なさっているのはよくわかる



－28－ 

んですが、国が前面に出て行うことはある程度は必要なんですけれども、それがもたらす逆

効果というものもあるということをある程度認識すべきではないかというふうに私は思いま

す。 

  それで、現在のところ、国とそれから立地地域という非常に離れた存在が２つあって、も

ちろん電力会社も入りますけれども、という形になっていて、中間が全部抜け落ちていると

いうのは、やはりそういう意識をもう少し広めるためには、不足している部分ではないかと

いうふうに思います。 

  例えば、ゴミの場合には、ゴミが出ますから、それをどういうふうに処理をするかという

ことで、各都道府県が一生懸命頑張らなければいけないと、そういう問題があるんですけれ

ども、エネルギーの場合はちょっと違いますので、それを例えば都道府県単位で、エネルギ

ーの自給自足を考えなさいと言ったら、今のように、例えば知事が反対だというようなその

ことを公然と言っている場合ではないということになるわけですね。 

  それを国が押し付けるわけにもまた行かないという難しさがありますけれども、そういう

点で、私はもう少し都道府県単位が何か行動を起こすような、そういう方向に持っていくと

いうのも１つではないかと思います。 

（近藤委員長） 風車を建てたりして努力をしている自治体もあるんだけれども、大型火力や

原子力を呼んできてということにはならないですね。これはなぜか。動員できる資金の問題

ですかね。 

  河瀬さん。 

（河瀬委員） 私ども立地地域にとりましては、今回の政策大綱、立国計画の中に、地方と国

との関係を持ちながら原子力を推進しようと明確に入れていただきまして、大変評価をした

いなと思っています。 

  そこで、市町村と道県というのはなかなかうまくいかないというのがございます。特に、

市町村というのは、本当に最前線なんですね。もう最前線で原子力でいろいろな課題に取り

組んでおりますし、議会があるたびに、選挙があるたびに、そういう一つの争点に必ずされ

ますので、そういうもので努力しながら苦労している中で、しかしいろいろな制度を見ます

と、私も地方でも特に市町村のところに軸足が少しずれているような感じで、どうしても道

県に向きがちかなということを言わざるを得ない状況が最近よく出ております。 

  税制は私どもにとって非常に大事な財源なんですけれども、そういうものが、やはり少し

変わったかなという、実は私ども危惧をしております。都と府には、原子力がありませんの
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で、今は道県と言っておりますけれども、そういうところももちろん大事でありますけれど

も、本当に最前線に立っている市町村というものに対して、もう少し目を向けていただける

ような政策にならんかなというのが、私ども、全原協の願いでありまして、今度またいろい

ろな、私、来れませんので、薩摩川内市長に出ていただいて、またいろいろなお話を聞いて

いただける機会があるということでございますから、ぜひ国と地方の関係の中でも、重視は

していただいていますが、地方と言いましても、道県もあれば、市町村もございますし、私

ども市町村というのは、最前線で原子力行政に努力をしているということをひとつご理解い

ただきたいと思っております。 

（近藤委員長） 松田委員。 

（松田委員） 生活系ごみは市町村であり、１つの事例として、原子力の問題は、地方自治体

にかかっていないからうまくいかないという話が出てくるんですけれども、この点について

はもう一回整理してみる必要があると思います。ごみの問題がうまく行ったのは、これは社

会システムづくりがうまくできたから広がったわけで、人間というのはだんだん成長してく

るんです。ごみは、分けるシステムからスタートして、現在の地域社会の多くの人たちは、

エネルギー問題へと関心が移ってきていますし、地球温暖化や環境問題へと関心が移ってき

ています。 

  分別はシステムになり、人々は環境問題に気づきました。大量消費、大量廃棄の社会は、

エネルギー問題だということも、気づき始めたんです。既に気づいている方たちは、今何を

思っているかと言うと、原子力エネルギーってあったよね。でも、よくわからない。だから

もっと知りたい。でも、そのためのツールがない。そして、地域にオピニオンリーダーもい

ない。経産省が初めて予算をつけたＮＰＯへの小さな支援システムをもっと全国的に広げて

いくために、地域のオピニオンリーダーは、考え始めています。 

  例えば東京の新宿区のＮＰＯは、大企業の取締役の方たちがたくさん参加しており、原子

力エネルギーについても、人任せにしないで、考えなければいけないというグループがたく

さん出てきます。 

  今は絶好のチャンスだと思っています。繰り返しになりますが、経産省の中にネットワー

クづくりを支援する体制づくり（支援室の創設）と的を絞った広報手法の２本立てが必要で

す。 

（近藤委員長） 田中委員。 

（田中委員） いろいろなご意見を承っていて、私にとっても参考になる意見ですが、そんな
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評論家みたいなことを言っていられないので私の意見を申し上げます。私は地域共生の基本

は、やはり河瀬会長が代表している立地市町村、私も東海村に長いこと暮らしていましたが、

そこが原点であると考えます。立地市町村が原子力をやってよかったという、今後も一緒に

なって、原子力を活用しながら、自分たちのふるさとをもっとよくしていこうと、そういう

流れをつくることが立地共生の本当の出発点であろうと思います。そうした原点があって、

立地市町村のところを学べば、原子力についてもう少し素直に受け止めることができるよう

になって、先ほど井川さんがおっしゃったように、１０カ所名乗りをあげるような状況が生

まれるのではないかと思います。ただ、東京というのは、あくまでも限界がありますので、

多分東京都民に言ったって、知識のレベルでしか理解できなくて、それ以上のことにはなら

ないと思います。 

  辰巳さんがおっしゃったように、押し付けたって、理解してもらえるわけじゃない。個人

的な経験ですが、田中がそう言うなら、まあいいかと今度の施設は認めてやろうと、だけど、

そこは始まりなんですね。ものができて、動かして、長い時間がかかってよかったなと思わ

れるようになるわけですから。先日も、立地市町村の会長さん、副会長さんのお話を聞くと、

一様にみなさんが満足されていないということをおっしゃっておられるので、やはりそこを

もっと掘り下げて、国として取り組むことが大事であろうと思います。 

  そこが共生の原点と思いますので、この際、もう一度考えてみたらどうかなと思います。 

（近藤委員長） 井川委員。 

（井川委員） これ、多分いろいろな考え方があって、いろいろな考え方があって、いろいろ

な思いがあるんでしょうけれども、これは目指すところは決まっているので、それはいろい

ろなやり方、思いも道筋もあるので、でもこの場合、エネルギーをある程度確保するために

は、槍も鉄砲も人も馬も戦車も要るんですよね。そう考えると、ＮＰＯのことは、いろいろ

な意味で疑問ありますけれども、委員長おっしゃるように疑問はあるんだけれども、中途半

端で、松田先生、田中先生、河瀬会長もおっしゃるように、どう考えても中途半端なんです。

要するに、いろいろな思いでやる人がいっぱいあればいいんだから、とりあえず１年間、例

えば１００団体ぐらいに金をばらまかないといろいろな知恵は出てこないと思います。 

  ＮＰＯ等とわざわざ書いてあるんだから、ＮＰＯの中に何で敦賀市が入っちゃいけないか。

市長自ら、俺のところは原子力があるんだ、それで原子力について理解してくれと全国回っ

ているんですね。しかも敦賀についでに観光にも来てくれと宣伝をしていっても、その魅力

を感じてもらって見てもらって理解をしてもらう。それも１つの活動になります。 
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  だから、いろいろなやり方を試してみるというのが大事で、その意味では、どうも中途半

端なので、その上に、実態調査というのもありますから、実態調査部分でぜひとも予算を充

実させて、いろいろな人にいろいろな取組みを無駄も相当あるという前提でやってもらうと

いうのを今後検討していただくというのがいいことじゃないかなと思います。 

（近藤委員長） 設計思想がわからないということですね。もしそうだとすればネガティブイ

メージが立ったときに、閉じる以外の選択肢を試みにくくなるおそれがある。だから、慎重

に２つから入るということなのかなとは思いつつ、それならそういう説明をちゃんとされた

方がいい。例えば、今年はパイロットプログラムだというように、はっきりおっしゃった方

が知恵を出して転進できるんですけれども。 

（松田委員） 本当に委員長のおっしゃるとおりだと思います。 

  私も、最初２つなのと思ったんですけれども、この２つを成功させて次につなげるという

ことで、井川委員がおっしゃったように、来年度の予算の中で、もっとたくさんとっていた

だきたいなと思います。 

（近藤委員長） それでは、時間が大体来ましたので、これで評価と提言の紙が書けるのかど

うか難しいんですけれども、皆さんのご発言を書いていますとこれだけになりまして、結構

それなりに時点としては意味のあるものになっているのかなと思いつつ、少し精査して、重

複を廃し、シャープなものに仕上げていくということの努力をしたいと思いますので、少し

時間をいただきます。 

  それで、次回ですが、地方公共団体からのヒアリングを集中的にしたいなと思っていまし

て、一応、県レベルと市町村レベルということですか。両方をお招きして、見解の相違など

を拝聴させていただくと。 

  きょうの議論からすれば、まさに立地地域でない市町村の方にもお出でいただくのはいい

のかなと思うのですが。お出ましいただくのは大変。石原さん、おもしろいですね。 

  それでは、そういうことを考えていますので、よろしくお願いいたします。 

  それから、もう１つだけ、資料ご紹介しなければならないものがあります。それは資料３

だと思いますけれども、事務局、よろしくお願いします。 

（中島補佐） それでは、資料の第３号のご説明をさせていただきます。 

  本テーマに関しましては、最初の部会の５月のときに、本部会の今後の予定として、国民

への説明会及び意見聴取を目的としました「ご意見を聴く会」としまして、８月１日水曜日

に次回部会の後になりますが、開催したいと考えてございます。 



－32－ 

  これまで、この場を通じまして、いろいろな方々のご意見を聞いていますけれども、我々

も地方に出向いて、国民のいろいろな方からの意見を聞こうということで開催するものでご

ざいます。 

  これまで、福島市、それから新潟市で開催しておりますが、今回は愛媛県の松山市で開催

したいと考えてございます。 

  会の進行につきましては、開催の趣旨説明を行った後、第１部といたしまして、愛媛県内

を中心としまして、約７名の方からご意見を聴取しますとともに、部会構成員の方々との意

見交換、それから第２部としまして、当日会場に来られました参加者からご意見を聞くとい

う形式で考えてございます。 

  本案につきまして、お認めいただけましたら、第１部でご意見を発表していただく方々を

選定しまして、決まり次第事務局におきまして、会議への参加者の募集等、細かい作業につ

いて進めさせていただきたいと考えてございます。以上でございます。 

（近藤委員長） ８月１日、皆さんお休みかどうかわかりませんけれども、暑い最中に暑いと

ころでの開催になりますけれども、「ご意見を聴く会」を開催したいと思います。 

  前半は、あらかじめお願いした方に、７名程度の方にご意見をいただいて、専門委員の方

も参加して行って、その後、会場からまた自由にご発言いただくという格好で運営していき

たいと考えていますが。こんなことで進めてよろしゅうございますか。ぜひ、委員の方々、

お忙しい時期とは思いますけれども、ご都合のつく方は、１日、松山にご参集いただければ

と思います。よろしくお願いいたします。 

  それでは、そういうことにさせていただきます。 

  それでは、きょうは以上でございます。何か皆さんの方でありますか。 

  次回、日程は決まっているんですか。 

（事務局） 次回についてご紹介させていただきます。次回の政策評価部会は、７月１１日水

曜日、１０時半から１２時３０分、本日と同じ、ここ虎の門三井ビルで開催したいと思って

おります。よろしくお願いいたします。 

（近藤委員長） きょうは、１２時半までの約束だけれども、約束より早く終わるなんて、最

近まれなことですけれども、皆様のご協力によりまして終わらせることができました。あり

がとうございます。 

  それでは、きょうはこれで終わります。 

－了－ 


